
断層端点 断層位置
推定区間

凡 例

○碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯は，同時活動する可能性があると評価したことから，同時活動する可能性のある断層の関連性の検討を行った。
○地表での断層位置・形状を確認した結果，両断層は断層トレースが並走する関係にある。
○両断層の地下深部形状を確認した結果，碁盤島沖断層は北西傾斜（高角），海士岬沖断層帯は南東傾斜（60°）であり，地下で近づく関係にある。

○断層位置・形状を確認した結果，碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯は，断層トレースが並走し，断層面が地下で近づく関係にあることから，一方の断層のみが震源
断層として活動する（主断層－副断層の関係）と判断し，主断層のみを震源断層として考慮する（連動に該当しない）こととする。

・碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯は，地下で近づく関係にある。

両断層の地下深部形状
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補足資料3.2-15 碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-15（3） 同時活動する可能性のある断層の関連性の検討

位置図

志賀原子力発電所

約60°約60°

※：碁盤島沖断層の傾斜角は高角と評価しているため，60°と仮定して図示。

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-1
P.468 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間 3.2-15-12

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○連動の検討の結果，碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯は，主断層のみを震源断層として考慮することとしたことから，いずれが主断層であるかの検討を行った。
○碁盤島沖断層の長さは約4.9km，海士岬沖断層帯の長さは約22.7kmであり，断層長さは海士岬沖断層帯の方が大きい（第1193回審査会合 資料3-1 P.418，P.92）。
○碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯の地下深部における切り合い関係は確認できない（補足資料3.2-15(4)P.3.2-15-14）。
○海上音波探査の結果に基づく平均変位速度を比較した結果，海士岬沖断層帯の方が大きい（補足資料3.2-15(4)P.3.2-15-15，16）。
○以上のことから，断層長さ及び平均変位速度が碁盤島沖断層より大きい海士岬沖断層帯が主断層と判断される。。

○検討の結果，碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯の地下での切り合い関係は確認できないものの，碁盤島沖断層に比べて，海士岬沖断層帯の方が，断層長さが大き
く，平均変位速度も大きいことから，海士岬沖断層帯が主断層，碁盤島沖断層が副断層であると判断した。

補足資料3.2-15 碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

3.2-15（4） 碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯のいずれが主断層であるかの検討 －断層モデルの設定方法－

両断層の地下深部形状

・海士岬沖断層帯が主断層と判断される。

断層端点 断層位置
推定区間

凡 例

位置図

←北西 南東→
標高 (km) 標高 (km)

海士岬沖断層帯

碁盤島沖断層※

0

-2

-4

-6

-8

-10

-2

0

-4

-6

-8

-10

0 2km

-12-12

約60°約60°

傾斜方向

志賀原子力発電所

※：碁盤島沖断層の傾斜角は高角と評価しているため，60°と仮定して図示。

第1328回審査会合 資料1-1
P.469 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間 3.2-15-13



○碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯間の切り合い関係を検討するため，碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯間の海上音波探査記録を確認した。
○海上音波探査記録を確認した結果，碁盤島沖断層～海士岬沖断層帯間の測線（N-120測線）から碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯の切り合い関係は確認できない。

【碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯間の海上音波探査（N-120測線）】

N-120測線（地質調査所エアガン）

羽
咋
沖
西
撓
曲

兜
岩
沖
断
層

位置図

羽
咋
沖
東
撓
曲

志賀原子力発電所

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究所）の海上音波

探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである。
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補足資料3.2-15 碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-1
P.470 再掲

3.2-15-14枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



断層端点 断層位置
推定区間

凡 例
位置図

志賀原子力発電所

【碁盤島沖断層の平均変位速度】

○碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯のいずれが主断層であるかを確認するため，海上音波探査の結果から碁盤島沖断層の平均変位速度について検討した。
○碁盤島沖断層による変位量を測定した結果， No.107.5・S測線においてB1層基底面の変位量は最大となり，その変位量は7mである。
○B1層の年代を約33万年前（第1193回審査会合 資料3-2 補足資料1.2-3）と想定した場合，平均変位速度は0.0212m/千年と推定される。
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補足資料3.2-15 碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ
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傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-1
P.471 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間 3.2-15-15

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



断層端点 断層位置
推定区間

凡 例

【海士岬沖断層帯の平均変位速度】

○碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯のいずれが主断層であるかを確認するため，海上音波探査の結果から海士岬沖断層帯の平均変位速度について検討した。
○海士岬沖断層帯による変位量を測定した結果， K17測線においてB1層基底面の変位量は最大となり，その変位量は34mである。
○B1層の年代を約33万年前（第1193回審査会合 資料3-2補足資料1.2-3）と想定した場合，平均変位速度は0.103m/千年と推定される。
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右図記録範囲

・この図面は，東京大学地震研究所の海上音
波探査の記録を当社が独自に解析・作成し
たものである。

補足資料3.2-15 碁盤島沖断層と海士岬沖断層帯の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-1
P.472 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間 3.2-15-16

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



3.2-16-1

補足資料３．２－１６

前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の
連動の検討データ

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
青色：連動を考慮しない

連動の検討対象位置図

志賀原子力
発電所



3.2-16-2

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4について， 「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検討を
行った。検討にあたっては，近接して分布する前ノ瀬東方断層帯とKZ3を検討対象とした。検討結果は以下の通り。

＜同時活動の可能性の検討＞

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

3.2-16（1） 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討結果

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査（A）

①国交省ほか（2014），文科省ほか（2016），地震調査委員会（2025a）は，前ノ瀬東方断層帯とKZ3の同時活動を考慮していない（補足資
料3.2-16（2）P.3.2-16-4，5）。
②KZ3は，岡村（2007b）が示す第四紀のひずみ集中帯内に分布するが，前ノ瀬東方断層帯は南西端付近の一部のみが分布する（P.42）。
③岡村（2007a）によれば，前ノ瀬東方断層帯の南東方には音響基盤の隆起（前ノ瀬東方小隆起帯に対応）が認められる。また，KZ3の北
西方には高浜沖隆起帯が位置し，KZ3はその東縁付近に位置する（補足資料3.2-16（2）P.3.2-16-6）。
④岡村（2007a）は，産業技術総合研究所によって実施された反射法地震探査の反射断面の解釈から，前ノ瀬東方断層帯に対応する構
造は南東傾斜としている。また，岡村（2007a）によれば，KZ3に対応する背斜構造は西側のほうが隆起量が大きく，前ノ瀬東方断層帯と
は逆方向の隆起量が大きい傾向にある（補足資料3.2-16（2）P.3.2-16-7）。
⑤文科省ほか（2015），地震調査委員会（2025a）は，深部エアガン調査から，前ノ瀬東方断層帯は南東傾斜の断層，KZ3は北西傾斜の逆
断層と判断している（補足資料3.2-16（2）P.3.2-16-8）。
⑥前ノ瀬東方断層帯とKZ3の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約5km）（補足資料3.2-16（2）P.3.2-16-9）。
⑦前ノ瀬東方断層帯は南東傾斜，KZ3は北西傾斜であり，断層面の傾斜方向が異なり，断層面は地下で離れていく関係にある（補足資
料3.2-16（2）P.3.2-16-9）。

地球物理学的調査

海上音波探査（B）
⑧前ノ瀬東方断層帯とKZ3間の音波探査記録（No.101測線）からは，断層等を示唆するような変位，変形は認められず，両断層は連続し
ない（補足資料3.2-16（2）P.3.2-16-10）。

重力異常分布（C）
⑨前ノ瀬東方断層帯とKZ3はいずれも走向に対応する重力異常急変部が認められず，同時活動の可能性については明確に判断できな
い（補足資料3.2-16（2）P.3.2-16-11）。

断層の活動履歴 地震活動（D）

⑩令和6年能登半島地震（M7.6）の震源断層は，笹波沖断層帯（東部）～能登半島北部沿岸域断層帯～NT2・NT3の南西部にまたがる範
囲で発生したとされており，前ノ瀬東方断層帯とKZ3は，いずれもこの地震では活動していない（補足資料3.2-16（2）P.3.2-16-12）。
⑪石川県西方沖の地震（M6.6）の震源断層は，羽咋沖西撓曲であり，前ノ瀬東方断層帯とKZ3は，いずれも石川県西方沖の地震（M6.6）
では活動していない（補足資料3.2-16（2）P.3.2-16-12）。
⇒KZ3は，令和6年能登半島地震及び石川県西方沖の地震の震源域と平面的に近接しておおむね延長部に位置するが，前ノ瀬東方断
層帯付近では地震活動は認められない。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，前ノ瀬東方断層帯とKZ3は，ほぼ一線に近接して分布する（⑥）ものの，同時活動を考慮した文献はなく（①），両断層は分
布する隆起帯が異なる（③）。また，両断層の断層面の傾斜方向が異なり，地下で断層面が離れていく関係にある（④，⑤，⑦）。さらに，
海上音波探査結果からは両断層間に連続する構造は推定されない（⑧）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4は，同時活動する可能性はないと判断し，連動を考慮しな
い。

○連動の検討の結果，前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4を別々の断層として設定することとする。

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の

設
定
方
法

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-15-2 一部修正

紫下線：第1328回審査会合以降に変更した箇所

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点

＜参考＞



【前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

3.2-16-3位置図

志賀原子力発電所

推定区間

断層位置

赤矢印：前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の
連動の検討の流れ

断層端点

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-15-3 一部修正

（参考）

同時活動の
可能性の検討

否定できない 否定できる

検討対象断層の組合せ

判断できる

A

断
層

A

断
層

主断層のみを
断層モデルとして設定

一連の断層として
断層モデルを設定

それぞれが主断層となるケースを
個別に断層モデルとして設定

別々の断層として
断層モデルを設定

右記以外

断層トレースが並走する（並走区間が一部のみの場合は除く）
かつ

断層面が地下で近づく関係にある

判断できない

１つの起震断層として
設定する

別の起震断層として
設定する

いずれが主断層
であるかの検討

主断層－副断層
の関係と判断

（ステップ１）

（ステップ２を踏まえた検討）

同時活動する可能性の
ある断層の関連性の検討

連動を考慮する
主断層のみを震源断層として考慮する

（連動に該当しない）
連動を考慮しない

主断層－主断層
の関係と判断

（ステップ２を踏まえた検討）

検討対象の両断層がいずれも孤立した
短い活断層の場合，地下に長さ20km相
当の断層面が存在するものとして検討

断層モデルの設定方法
（詳細については地震動評価

及び津波評価で説明）

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



NT10 NT8

NT9

KZ1

KZ2

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，一部加筆

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

津波断層モデルの位置
(国交省ほか（2014）に一部加筆)

志賀原子
力発電所

KZ3・KZ4

前ノ瀬東方断層帯

KZ4

KZ3

志賀原子力発電所

3.2-16-4

前ノ瀬東方断層帯に対応する
断層を図示していない。

○国交省ほか（2014）は，前ノ瀬東方断層帯に対応する海底断層トレースとKZ3・KZ4に対応するF47をグルーピングしていない（左上図）。
○文科省ほか（2016）は，前ノ瀬東方断層帯に対応する断層を図示しておらず，前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動を考慮していない（右下図）。

○前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動に関する文献調査を行った。

【文献調査結果（国交省ほか（2014），文科省ほか（2016））】

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

3.2-16（2） 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-15-4 再掲
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補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

○地震調査委員会（2025a）は，前ノ瀬東方断層帯に対応する沖ノ瀬東方断層と，KZ3に対応する前ノ瀬南方断層，KZ4に対応する内灘沖断層を1
つの断層帯として評価していない（下図）。

【文献調査結果（地震調査委員会（2025a））】

志賀原子力
発電所

・前ノ瀬東方断層帯
に対応する。

・KZ4に対応する。

・KZ3に対応する。

地震調査委員会（2025a）を編集，一部加筆



37°20'
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136°40'
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志賀原子力発電所

5ｋｍ

羽 咋 沖 盆 地

30ｋｍ

○岡村（2007a）によれば，前ノ瀬東方断層帯の南東方には音響基盤の隆起（前ノ瀬東方小隆起帯に対応）が認められる。
○また，KZ3の北西方には高浜沖隆起帯が位置し，KZ3はその東縁付近に位置する。

○以上のことから，前ノ瀬東方断層帯とKZ3は分布する隆起帯が異なる。

3.2-16-6能登半島西方海底地質図（岡村，2007a）に一部加筆

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

3.2-16（2） 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

音響基盤の隆起
（前ノ瀬東方小隆起帯に対応）

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-15-6 再掲



○岡村（2007a）は，産業技術総合研究所によって実施された反射法地震探査の反射断面の解釈から，前ノ瀬東方断層帯に対応する構造は南東傾斜としている。
○また，岡村（2007a）によれば，KZ3に対応する背斜構造は西側の方が隆起量が大きく，前ノ瀬東方断層帯とは逆方向の隆起量が大きい傾向にある。

【岡村（2007a）】

○前ノ瀬東方断層帯とKZ3の断層面の傾斜方向，周辺の地質構造を確認するため，文献（岡村（2007a），文科省ほか（2015），地震調査委員会（2025a））に示された音波探査記録（エアガン）を確
認した（下図，次頁）。

○その結果，前ノ瀬東方断層帯は南東傾斜の逆断層，KZ3は北西傾斜の逆断層であると推定され，地下で断層面が離れていく関係にある（補足資料3.2-16（3）P.3.2-16-9）。

（参考）岡村（2007a）の解釈断面図に，前ノ瀬東方断層帯またはKZ3がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は推定されていない。

3.2-16-7

136°40'

37°20'

37°00'

136°20'

0 10km

志賀原子力発電所

5ｋｍ

羽咋沖盆地
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能登半島西方海底地質図（岡村，2007a）に一部加筆

Fig.6解釈断面図（岡村，2007a）に加筆

Fig.6（地質調査所エアガン）

Fig.16解釈断面図（岡村，2007a）に加筆

KZ3
Fig.16（地質調査所エアガン）

前ノ瀬東方断層帯NNW

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

3.2-16（2） 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の同時活動の可能性の検討 －文献調査，海上音波探査－

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-15-7 一部修正

紫字：第1328回審査会合以降に変更した箇所



【文科省ほか（2015），地震調査委員会（2025a）】

○地震調査委員会（2025a）は，前ノ瀬東方断層帯を横断する測線（l測線）から，前ノ瀬東方断層帯に対応する沖ノ瀬東方断層は，高角（60°）の南東傾斜の逆断層と
判断している。また，文科省ほか（2015）は，KZ3を横断する測線（I3測線）から，KZ3に対応する断層は，北西傾斜の逆断層と判断している。

（参考）文科省ほか（2015），地震調査委員会（2024a）の解釈断面図に，前ノ瀬東方断層帯またはKZ3がバックスラストとなるような逆傾斜の断層は推定されていない。
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位置図

志賀原子力発電所
ｌ測線

I3測線

I3測線
（文科省ほか（2015）に一部加筆）

KZ3

推定区間

断層位置

ｌ測線
（地震調査委員会（2025a）に一部加筆）

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-15-8 一部修正

右図記録範囲

紫字：第1328回審査会合以降に変更した箇所

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○文献調査，音波探査記録の確認の結果から，前ノ瀬東方断層帯は南東傾斜，KZ3は北西傾斜であり，両断層は，ほぼ一線に近接して分布する
（離隔距離：約5km）。

○両断層は，変位の向きが異なり，断層面は地下で離れていく関係にある。

断層面の模式図

志賀原子力発電所

【地下での形状】

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ
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○前ノ瀬東方断層帯とKZ3間の地質構造の連続性を検討するため，両断層間の浅部の海上音波探査記録（スパーカー）を確認した。
○その結果，前ノ瀬東方断層帯～KZ3間のNo.101測線に断層等は認められず，両断層は連続しない。
○なお，No.101-1測線の測点66～No.101-2測線の測点65付近で認められるわずかな地層の変位，変形は深部方向に連続しない小断層であり，隆起運動に伴い，表
層付近に生じた局所的な応力により形成されたものと推定される。

3.2-16-10

志賀原子力発電所

位置図
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KZ3
延長部

前ノ瀬東方断層帯
延長部

小断層群密集域

No.101測線（北陸電力スパーカー）

断層

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

3.2-16（2） 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査（地質構造の連続性）－

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-15-9 再掲

推定区間

断層位置

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○前ノ瀬東方断層帯とKZ3の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○いずれの断層も走向に対応する重力異常急変部は認められず，同時活動の可能性については明確に判断できない。

●：測定点仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal

水平一次微分図

・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmの
ローパスフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり）

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，澤田ほか(2021），海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター
(2013)，石田ほか（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成したものである。

推定区間

断層位置

前ノ瀬東方断層帯

KZ3

志賀原子力発電所

3.2-16-11

補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

3.2-16（2） 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－

傾斜方向

KZ4

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-15-10 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間
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補足資料3.2-16 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の連動の検討データ

3.2-16（2） 前ノ瀬東方断層帯とKZ3・KZ4の同時活動の可能性の検討 －地震活動－

志賀原子力
発電所

2007年
能登半島地震
（M6.9）

1993年
能登半島沖の地震

（M6.6）

1729年
能登・佐渡の地震
（M6.6～7.0）

Hamada et al. （2016）に
基づく断層モデル

令和6年能登半島地震
（M7.6）

能登半島周辺の過去の地震

佐藤ほか（2007a）に
基づく震源断層の
範囲

・佐藤ほか（2007a）は，2007年能登半島地震は
笹波沖断層帯（東部）に対応する断層によるも
のとしている。

・Hamada et al.（2016）は，下記のデータに基づき，
1729年能登・佐渡の地震は輪島沖セグメントによる
ものとしている。
・離水した潮間帯生物遺骸化石の年代に基づく沿岸隆
起の時期は，西暦1600～1800年である。
・この沿岸隆起を再現する輪島沖セグメントの断層モデ
ルの規模と変位量から，気象庁マグニチュード M6.9
の地震規模が想定される。

・1993年能登半島沖の地震と珠洲沖セグメン
ト，禄剛セグメントとの関連性については判
断できない。

・令和6年能登半島地震では，門前断層帯門前沖
区間の東部（笹波沖断層帯（東部）に対応）～能
登半島北岸断層帯（猿山沖セグメント，輪島沖セ
グメント，珠洲沖セグメント及び禄剛セグメントに
対応）～富山トラフ西縁断層（NT2・NT3に対応）
の南西部にまたがる範囲で発生した（地震調査
委員会（2024b，c））。

地震調査委員会（2025a）の海域活断層

当社が評価した断層位置
推定区間

地震調査委員会（2024c）
（気象庁作成）に基づく震
央の分布範囲

2024年
石川県西方沖
の地震（M6.6）
地震調査委員会（2024e）
（気象庁作成）に基づく震
央の分布範囲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間

○令和6年能登半島地震（M7.6）の震源断層は，笹波沖断層帯（東部）～能登半島北部沿岸域断層帯～NT2・NT3の南西部にまたがる範囲で発生したとされており，前
ノ瀬東方断層帯とKZ3は，いずれもこの地震では活動していない。

○石川県西方沖の地震（M6.6）の震源断層は，羽咋沖西撓曲であり，前ノ瀬東方断層帯とKZ3は，いずれも石川県西方沖の地震（M6.6）では活動していない。
○KZ3は，令和6年能登半島地震及び石川県西方沖の地震の震源域と平面的に近接しておおむね延長部に位置するが，前ノ瀬東方断層帯付近では地震活動は認め
られない。

・平松ほか（2025）は，石川県西
方沖の地震（M6.6）は，羽咋沖
西撓曲に対応する断層による
ものとしている。 羽

咋
沖
西
撓
曲
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補足資料３．２－１７

前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の
連動の検討データ

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
青色：連動を考慮しない

連動の検討対象位置図

志賀原子力
発電所
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○検討対象とする断層の組合せとして抽出した前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層について，「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性
の検討を行った。検討結果は以下の通り。

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

3.2-17（1） 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討結果

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査（A）

①国交省ほか（2014），文科省ほか（2016），地震調査委員会（2025a）は，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の同時活動を考慮して
いない（補足資料3.2-17（2）P.3.2-17-4，5）。
②猿山岬北方沖断層は，岡村（2007b）が示す第四紀のひずみ集中帯内に分布するが，前ノ瀬東方断層帯は南西端付近の一部のみが
分布する（P.42）。

地球物理学的調査

海上音波探査（B）

③前ノ瀬東方断層帯は，前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁及びその周辺の海域に分布する密集した短い断層，雁行または斜交する断層群
から構成され，後期更新世以降の活動が認められる（補足資料3.2-17（2）P.3.2-17-7）。
④前ノ瀬東方断層帯の主たる構造は前ノ瀬東方小隆起帯付近のNE-SW方向の断層であると判断される（補足資料3.2-17（2）P.3.2-17-
7）。
⑤猿山岬北方沖断層は，沖ノ瀬隆起帯の北縁に連続して推定される断層である（補足資料3.2-17（2）P.3.2-17-8）。
⑥猿山岬北方沖断層の走向は，ENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している（補足資料3.2-17（2）P.3.2-17-8）。
⑦前ノ瀬東方断層帯は南東傾斜（60°），猿山岬北方沖断層は南東傾斜（約45～65°）であり，断層面の傾斜方向は同じである（P.195，
318）。
⑧前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約9.5km）（補足資料3.2-17（2）
P.3.2-17-10）
⑨前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層間の音波探査記録（N-122測線，N-123測線，N2測線，N3測線）を確認した結果，断層等を示
唆するような変位，変形は認められず，両断層は連続しない（補足資料3.2-17（2）P.3.2-17-9～11）。

重力異常分布（C）
⑩断層周辺の重力異常分布を比較した結果，重力異常の等重力線に対して，前ノ瀬東方断層帯の南東部と猿山岬北方沖断層の中央
部の走向はほぼ一致しているが，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の間には低重力域が分布し，両断層間に連続する構造は認
められない（補足資料3.2-17（2）P.3.2-17-12）。

断層の活動履歴 地震活動（D）

⑪令和6年能登半島地震（M7.6）の震源断層は，笹波沖断層帯（東部）～能登半島北部沿岸域断層帯～NT2・NT3の南西部にまたがる範
囲で発生したとされており，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，いずれもこの地震では活動していない（補足資料3.2-17（2）
P.3.2-17-13）。
⑫石川県西方沖の地震（M6.6）の震源断層は，羽咋沖西撓曲であり，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，いずれも石川県西方沖
の地震（M6.6）では活動していない（補足資料3.2-17（2）P.3.2-17-13）。
⇒前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，いずれも令和6年能登半島地震及び石川県西方沖の地震で地震活動は認められない。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，ほぼ一線に近接して分布する（⑦）ものの，同時活動を考慮した文献はなく
（①），両断層の構造形態や分布する隆起帯が異なる（③，④，⑤）。また，猿山岬北方沖断層は南西端付近で屈曲し，前ノ瀬東方断層
帯の方向には延びておらず（⑥），海上音波探査や重力異常分布の結果からは両断層間に連続する構造は推定されない（⑨，⑩）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，同時活動する可能性はないと判断し，連動を
考慮しない。

＜同時活動の可能性の検討＞

○連動の検討の結果，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層を別々の断層として設定する
こととする。

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の

設
定
方
法

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-2 一部修正

紫下線：第1328回審査会合以降に変更した箇所

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点

＜参考＞



同時活動の
可能性の検討

否定できない 否定できる

検討対象断層の組合せ

判断できる

A

断
層

A

断
層

主断層のみを
断層モデルとして設定

一連の断層として
断層モデルを設定

それぞれが主断層となるケースを
個別に断層モデルとして設定

別々の断層として
断層モデルを設定

右記以外

断層トレースが並走する（並走区間が一部のみの場合は除く）
かつ

断層面が地下で近づく関係にある

判断できない

１つの起震断層として
設定する

別の起震断層として
設定する

いずれが主断層
であるかの検討

主断層－副断層
の関係と判断

（ステップ１）

（ステップ２を踏まえた検討）

同時活動する可能性の
ある断層の関連性の検討

連動を考慮する
主断層のみを震源断層として考慮する

（連動に該当しない）
連動を考慮しない

主断層－主断層
の関係と判断

（ステップ２を踏まえた検討）

検討対象の両断層がいずれも孤立した
短い活断層の場合，地下に長さ20km相
当の断層面が存在するものとして検討

断層モデルの設定方法
（詳細については地震動評価

及び津波評価で説明）

【前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

3.2-17-3

志賀原子力発電所

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

赤矢印：前ノ瀬東方断層帯と猿山
岬北方沖断層の連動の
検討の流れ

位置図

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-3 一部修正

（参考）

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

3.2-17（2） 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

NT7

NT10 NT8

NT9

KZ1

KZ2

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，一部加筆

NT6

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所津波断層モデルの位置
(国交省ほか（2014）に一部加筆)

志賀原子力
発電所

前ノ瀬東方断層帯

猿山岬北方沖断層に対応する
構造は示されていない。

前ノ瀬東方断層帯に対応する
構造は示されていない。

志賀原子力
発電所

3.2-17-4

○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の同時活動に関する文献調査を行った。

【文献調査結果（国交省ほか（2014），文科省ほか（2016））】

○国交省ほか（2014）は，前ノ瀬東方断層帯に対応する海底断層トレースは示しているが，猿山岬北方沖断層に対応する構造を示しておらず，前
ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層をグルーピングしていない（左上図）。

○文科省ほか（2016）は，猿山岬北方沖断層に対応するNT7を示しているが，前ノ瀬東方断層帯に対応する構造を示しておらず，連動を考慮して
いない（右下図）。

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-4 再掲



3.2-17-5

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

○地震調査委員会（2025a）は，前ノ瀬東方断層帯に対応する沖ノ瀬東方断層と，猿山岬北方沖断層に対応する輪島はるか沖断層を1つの断層
帯として評価していない（下図）。

地震調査委員会（2025a）を編集，一部加筆

志賀原子力
発電所

・前ノ瀬東方断層帯
に対応する。

・猿山岬北方沖断
層に対応する。

【文献調査結果（地震調査委員会（2025a））】



前ノ瀬東方断層帯

○音波探査記録の確認，文献調査の結果から，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の特徴をもとに，地質構造について検討を行った。

○猿山岬北方沖断層は，沖ノ瀬隆起帯の北縁に連続して推定され
る断層であり，後期更新世以降の活動が認められる（次々頁） 。
○走向はENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲し
ている（次々頁） 。

猿山岬北方沖断層

○前ノ瀬東方断層帯は短い断層が密集した断層帯，猿山
岬北方沖断層は沖ノ瀬隆起帯の北縁に分布する連続した
断層であり，構造形態が異なる。
○また，前ノ瀬東方断層帯の主たる構造は，前ノ瀬東方小
隆起帯の北西縁，猿山岬北方沖断層は沖ノ瀬隆起帯の
北縁に分布し，分布する隆起帯が異なる。
○さらに，猿山岬北方沖断層は南西端付近でNNE-SSW方
向に屈曲しており，前ノ瀬東方断層帯方向には延びてい
ない。

○前ノ瀬東方断層帯は，前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁及びその周
辺の海域に分布する密集した短い断層，雁行または斜交する断層
群から構成され，後期更新世以降の活動が認められる（次頁） 。
○前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁周辺に比較的規模の大きい断層
がNE-SW方向に断続的に分布しており，前ノ瀬東方断層帯の主た
る構造は前ノ瀬東方小隆起帯付近のNE-SW方向の断層であると
判断される（次頁） 。

○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の地表トレース
は，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約9.5km）。

○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層間の音波探査記
録（N-122測線，N-123測線，N2測線，N3測線）からは，
左記の特徴を持つ断層等を示唆するような変位，変形は
認められず，両断層は連続しない（補足資料3.2-17（4）
P.3.2-17-9～11）。

3.2-17-6

海上音波探査からの検討結果

（両断層の間の状況）

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

3.2-17（2） 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査－

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-6 再掲



【前ノ瀬東方断層帯の特徴】

○前ノ瀬東方断層帯は，前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁及びその周辺の海域に分布する密集した短い断層，雁行または斜交する断層群から構成され，後期更新世以
降の活動が認められる。

○前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁周辺に比較的規模の大きい断層がNE-SW方向に断続的に分布しており，前ノ瀬東方断層帯の主たる構造は前ノ瀬東方小隆起帯付
近のNE-SW方向の断層であると判断される。

約1km
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B2

前ノ瀬東方小隆起帯

L14測線（産業技術総合研究所ブーマー）

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである

断層（破線は推定）

3.2-17-7

北陸電力スパーカー
（No2.5）

産総研ブーマー（L14）

長
平
礁

前
ノ
瀬

前ノ瀬東方断層帯

位置図

志賀原子力発電所

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-7 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



【猿山岬北方沖断層の特徴】

○猿山岬北方沖断層は，沖ノ瀬隆起帯の北縁に連続して推定される断層であり，後期更新世以降の活動が認められる。

○走向はENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している。

位置図

三澤（1997）ウォーターガン
（L6）

2

11三澤（1997）ウォーターガン
（L9）

SE→←NW

約500m

D2

Ａ

D2

B2

D2

C1
D2

B1

C1

D1

Ａ

B3

B3

猿山岬北方沖断層

100m

200m

150m

300m

50m

250m

350m

400m

450m 

L6測線（三澤，1997ウォーターガン）

沖 ノ 瀬 隆 起 帯

SE→←NW

約500m

D2

Ａ

B2

C1

B1

C2

D1

Ａ

B3

B2

D1

C1

B3

C2

猿山岬北方沖断層

B1

100m

200m

150m

300m

50m

250m

350m

400m

450m 

L9測線（三澤，1997ウォーターガン）
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断層（破線は推定）

志賀原子力発電所

断層位置

推定区間

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

・この図面は，三澤（1997）の海上音波探査の記録を当社
が独自に解析・作成したものである 3.2-17-8

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-8 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

右図記録範囲

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

3.2-17（2） 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査（地質構造の連続性）－

○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層間の地質構造の連続性を検討するため，両断層間の深部の海上音波探査記録（エアガン）を確認した。
○その結果，前ノ瀬東方断層帯～猿山岬北方沖断層間の2測線（N-122測線，N-123測線）において，北落ちの断層（猿山岬以西の断層）が認められるが，岡村
（2007a）によれば新第三紀正断層であり，浅部の音波探査記録（ブーマー測線）からも後期更新世以降の活動が認められないと評価しており，前ノ瀬東方断層帯と
猿山岬北方沖断層に対応するような変位，変形は認められない。

位置図

N-123測線

19:30

19:45

19:15

N-122測線

18:30

18:00

19:00

断層（破線は推定）

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究所）の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである
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延長部

3.2-17-9

志賀原子力発電所

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-9 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

下図記録範囲

傾斜方向

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層間の地質構造の連続性をより詳細に検討するため，両断層間の浅部の海上音波探査記録（ブーマー）を確認した。
○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約9.5km）。
○前ノ瀬東方断層帯～猿山岬北方沖断層間の2測線（N2測線，N3測線（次頁））に断層等を示唆するような変位，変形は認められない。
○両測線の東南東部に分布する断層はD層の隆起に伴う断層であり，断層の連続性から能登半島北部沿岸域断層帯と評価している。

位置図
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Ａ

Ａ

能登半島北部沿岸域断層帯

C1

B3

B2

C2

D1

猿山岬北方沖断層
延長部

前ノ瀬東方断層帯
延長部

N2測線（産業技術総合研究所ブーマー）

断層

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

3.2-17-10

志賀原子力発電所

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

3.2-17（2） 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査（地質構造の連続性）－

離隔距離：約9.5㎞

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-10 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

下図記録範囲

傾斜方向

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



【N3測線】

位置図

N3測線
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B1

能登半島北部沿岸域断層帯

No.108-1

猿山岬北方沖断層
延長部

前ノ瀬東方断層帯
延長部

N3測線（産業技術総合研究所ブーマー）

断層

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである 3.2-17-11

志賀原子力発電所

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ 第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-11 再掲

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

下図記録範囲

傾斜方向

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○重力異常の等重力線に対して，前ノ瀬東方断層帯の南東部と猿山岬北方沖断層の中央部の走向はほぼ一致しているが，前ノ瀬東方断層帯と
猿山岬北方沖断層の間には低重力域が分布し，両断層間に連続する構造は認められない。

●：測定点仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal

水平一次微分図

・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmの
ローパスフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり）

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター(2013)，石田ほか
（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成したものである。

推定区間

断層位置

猿山岬北方沖断層

前ノ瀬東方断層帯

3.2-17-12

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

3.2-17（2） 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-16-12 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間



3.2-17-13

補足資料3.2-17 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の連動の検討データ

3.2-17（2） 前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の同時活動の可能性の検討 －地震活動－

志賀原子力
発電所

2007年
能登半島地震
（M6.9）

1993年
能登半島沖の地震

（M6.6）

1729年
能登・佐渡の地震
（M6.6～7.0）

Hamada et al. （2016）に
基づく断層モデル

令和6年能登半島地震
（M7.6）

能登半島周辺の過去の地震

佐藤ほか（2007a）に
基づく震源断層の
範囲

・佐藤ほか（2007a）は，2007年能登半島地震は
笹波沖断層帯（東部）に対応する断層によるも
のとしている。

・Hamada et al.（2016）は，下記のデータに基づき，
1729年能登・佐渡の地震は輪島沖セグメントによる
ものとしている。
・離水した潮間帯生物遺骸化石の年代に基づく沿岸隆
起の時期は，西暦1600～1800年である。
・この沿岸隆起を再現する輪島沖セグメントの断層モデ
ルの規模と変位量から，気象庁マグニチュード M6.9
の地震規模が想定される。

・1993年能登半島沖の地震と珠洲沖セグメン
ト，禄剛セグメントとの関連性については判
断できない。

・令和6年能登半島地震では，門前断層帯門前沖
区間の東部（笹波沖断層帯（東部）に対応）～能
登半島北岸断層帯（猿山沖セグメント，輪島沖セ
グメント，珠洲沖セグメント及び禄剛セグメントに
対応）～富山トラフ西縁断層（NT2・NT3に対応）
の南西部にまたがる範囲で発生した（地震調査
委員会（2024b，c））。

地震調査委員会（2025a）の海域活断層

当社が評価した断層位置
推定区間

地震調査委員会（2024c）
（気象庁作成）に基づく震
央の分布範囲

2024年
石川県西方沖
の地震（M6.6）
地震調査委員会（2024e）
（気象庁作成）に基づく震
央の分布範囲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間

○令和6年能登半島地震（M7.6）の震源断層は，笹波沖断層帯（東部）～能登半島北部沿岸域断層帯～NT2・NT3の南西部にまたがる範囲で発生したとされており，前
ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，いずれもこの地震では活動していない。

○石川県西方沖の地震（M6.6）の震源断層は，羽咋沖西撓曲であり，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，いずれも石川県西方沖の地震（M6.6）では活動してい
ない。

○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層は，いずれも令和6年能登半島地震及び石川県西方沖の地震で地震活動は認められない。

・平松ほか（2025）は，石川県西
方沖の地震（M6.6）は，羽咋沖
西撓曲に対応する断層による
ものとしている。 羽

咋
沖
西
撓
曲



余白



3.2-18-1

補足資料３．２－１８

前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の
連動の検討データ

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
青色：連動を考慮しない

連動の検討対象位置図

志賀原子力
発電所



3.2-18-2

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯について， 「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動
の可能性の検討を行った。検討にあたっては，近接して分布する前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントを検討対象とした。検討結果は以下の通り。

補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

3.2-18（1） 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討結果

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査（A）

①国交省ほか（2014），文科省ほか（2016），地震調査委員会（2025a）は，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントの同時活動を考慮していない（補足資
料3.2-18（2）P.3.2-18-4，5）。
②能登半島北部沿岸域断層帯は，岡村（2007b）が示す第四紀のひずみ集中帯内に分布するが，前ノ瀬東方断層帯は南西端付近の一部のみが分
布する（P.42）。

地球物理学的調査

海上音波探査（B）

③前ノ瀬東方断層帯は，前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁及びその周辺の海域に分布する密集した短い断層，雁行または斜交する断層群から構成さ
れ，後期更新世以降の活動が認められる（補足資料3.2-18（2）P.3.2-18-7）。
④前ノ瀬東方断層帯の主たる構造は前ノ瀬東方小隆起帯付近のNE-SW方向の断層であると判断される（補足資料3.2-18（2）P.3.2-18-7）。
⑤猿山沖セグメントは中新世堆積岩類が分布する猿山山地の北西縁の沿岸海域であるD層隆起帯北縁に分布し，D層が急に落ち込んだ位置の変位
から推定された断層である（補足資料3.2-18（2）P.3.2-18-8）。
⑥猿山沖セグメントの走向は，ENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している（補足資料3.2-18（2）P.3.2-18-8）。
⑦前ノ瀬東方断層帯は南東傾斜（約60°），猿山沖セグメントは南東傾斜（約40～50°）であり，断層面の傾斜方向は同じである（P.195，232）。
⑧前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントの地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約7.5km）（補足資料3.2-18（2）P.3.2-18-10）
⑨前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメント間の音波探査記録（N-122測線，N-123測線，L3測線，L4測線）を確認した結果，断層等を示唆するような変
位，変形は認められず，両断層は連続しない（補足資料3.2-18（2）P.3.2-18-9～11）。

重力異常分布（C）

⑩いずれの断層も重力異常急変部が認められるが，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントとの間には連続する構造は認められない（補足資料3.2-18
（2）P.3.2-18-12）。
・前ノ瀬東方断層帯の南東部に対応するNE-SW方向の重力異常急変部が認められるが，猿山沖セグメントが分布する北東方まで連続しない。
・猿山沖セグメントに対応するNE-SW方向の重力異常急変部が認められるが，前ノ瀬東方断層帯が分布する南西方まで連続しない。

断層の活動履歴 地震活動（D）

⑪令和6年能登半島地震（M7.6）の震源断層は，笹波沖断層帯（東部）～能登半島北部沿岸域断層帯～NT2・NT3の南西部にまたがる範囲で発生し
たとされており，能登半島北部沿岸域断層帯は，令和6年能登半島地震の震源断層であるが，前ノ瀬東方断層帯は，この地震では活動していない
（補足資料3.2-18（2）P.3.2-18-13）。
⑫石川県西方沖の地震（M6.6）の震源断層は，羽咋沖西撓曲であり，前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯は，いずれも石川県西方沖の
地震（M6.6）では活動していない（補足資料3.2-18（2）P.3.2-18-13）。
⇒能登半島北部沿岸域断層帯は令和6年能登半島地震の震源断層であるが，前ノ瀬東方断層帯付近では地震活動は認められない。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントは，ほぼ一線に近接して分布する（⑧）ものの，同時活動を考慮した文献はなく（①），両断層の構
造形態や分布する隆起帯が異なる（③，④，⑤）。また，猿山沖セグメントは南西端付近で屈曲し，前ノ瀬東方断層帯の方向には延びておらず（⑥），
海上音波探査や重力異常分布の結果からは両断層間に連続する構造は推定されない（⑨，⑩）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯は，同時活動する可能性はないと判断し，連動を考
慮しない。

＜同時活動の可能性の検討＞

○連動の検討の結果，前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯を別々の
断層として設定することとする。

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の

設
定
方
法

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-2 一部修正

紫下線：第1328回審査会合以降に変更した箇所

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点

＜参考＞



位置図

【前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

赤矢印：前ノ瀬東方断層帯と能登半島
北部沿岸域断層帯の連動の
検討の流れ

志賀原子力発電所

断層端点

3.2-18-3

補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-3 一部修正

同時活動の
可能性の検討

否定できない 否定できる

検討対象断層の組合せ

判断できる

A

断
層

A

断
層

主断層のみを
断層モデルとして設定

一連の断層として
断層モデルを設定

それぞれが主断層となるケースを
個別に断層モデルとして設定

別々の断層として
断層モデルを設定

右記以外

断層トレースが並走する（並走区間が一部のみの場合は除く）
かつ

断層面が地下で近づく関係にある

判断できない

１つの起震断層として
設定する

別の起震断層として
設定する

いずれが主断層
であるかの検討

主断層－副断層
の関係と判断

（ステップ１）

（ステップ２を踏まえた検討）

同時活動する可能性の
ある断層の関連性の検討

連動を考慮する
主断層のみを震源断層として考慮する

（連動に該当しない）
連動を考慮しない

主断層－主断層
の関係と判断

（ステップ２を踏まえた検討）

検討対象の両断層がいずれも孤立した
短い活断層の場合，地下に長さ20km相
当の断層面が存在するものとして検討

断層モデルの設定方法
（詳細については地震動評価

及び津波評価で説明）

（参考）

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

離隔距離：約7.5㎞

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

3.2-18（2） 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

NT7

NT10 NT8

NT9

KZ1

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，一部加筆

NT6

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

津波断層モデルの位置
(国交省ほか（2014）に一部加筆)

志賀原子力
発電所 前ノ瀬東方断層帯

能登半島北部沿岸域断層帯

前ノ瀬東方断層帯に対応する
構造は示されていない。

志賀原子力
発電所 NT5

NT4

TB1

TB2

TB3

3.2-18-4

○前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の同時活動に関する文献調査を行った。

【文献調査結果（国交省ほか（2014），文科省ほか（2016））】

○国交省ほか（2014）は，前ノ瀬東方断層帯に対応する海底断層トレースと能登半島北部沿岸域断層帯に対応するF43をグルーピングしていない
（左上図）。

○文科省ほか（2016）は，能登半島北部沿岸域断層帯に対応するNT4，NT5，NT6を示しているが，前ノ瀬東方断層帯に対応する構造を示しておら
ず，連動を考慮していない（右下図）。

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-4 再掲



3.2-18-5

補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

○地震調査委員会（2025a）は，前ノ瀬東方断層帯に対応する沖ノ瀬東方断層と，能登半島北部沿岸域断層帯に対応する能登半島北岸断層帯を
1つの断層帯として評価していない（下図）。

地震調査委員会（2025a）を編集，一部加筆

【文献調査結果（地震調査委員会（2025a））】

志賀原子力
発電所

・前ノ瀬東方断層帯
に対応する。

・能登半島北部沿岸域
断層帯に対応する。



○音波探査記録の確認，文献調査の結果から，前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の特徴をもとに，地質構造について検討を行った。

3.2-18-6

前ノ瀬東方断層帯

○猿山沖セグメントは，中新世堆積岩類が分布する猿山山地の北
西縁の沿岸海域であるD層隆起帯北縁に分布し，D層が急に落ち
込んだ位置の変位から推定された断層であり，後期更新世以降
の活動が認められる（次々頁）。

○猿山沖セグメントの走向はENE-WSW方向で，南西端付近で
NNE-SSW方向に屈曲している（次々頁）。

猿山沖セグメント

○前ノ瀬東方断層帯は短い断層が密集した断層帯，猿山
沖セグメントは猿山山地の北西縁の沿岸海域であるD層
隆起帯の北縁に分布する連続した断層であり，構造形態
が異なる。
○また，前ノ瀬東方断層帯の主たる構造は，前ノ瀬東方小
隆起帯の北西縁，猿山沖セグメントは猿山山地の北西縁
の沿岸海域であるD層隆起帯の北縁に分布し，分布する
隆起帯が異なる。
○さらに，猿山沖セグメントは，南西端付近でNNE-SSW方
向に屈曲しており，前ノ瀬東方断層帯方向には延びてい
ない。

○前ノ瀬東方断層帯は，前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁及びその周
辺の海域に分布する密集した短い断層，雁行または斜交する断層
群から構成され，後期更新世以降の活動が認められる（次頁）。
○前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁周辺に比較的規模の大きい断層
がNE-SW方向に断続的に分布しており，前ノ瀬東方断層帯の主た
る構造は前ノ瀬東方小隆起帯付近のNE-SW方向の断層であると
判断される（次頁） 。

○前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントの地表トレースは，
ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約7.5km）。

○前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメント間の音波探査記録
（N-122測線，N-123測線，L3測線，L4測線）からは，左
記の特徴を持つ断層等を示唆するような変位，変形は認
められず，両断層は連続しない（補足資料3.2-18（4）
P.3.2-18-9～11）。

海上音波探査からの検討結果

（両断層の間の状況）

補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

3.2-18（2） 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査－

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-6 再掲



【前ノ瀬東方断層帯の特徴】

○前ノ瀬東方断層帯は，前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁及びその周辺の海域に分布する密集した短い断層，雁行または斜交する断層群から構成され，後期更新世以
降の活動が認められる。

○前ノ瀬東方小隆起帯の北西縁周辺に比較的規模の大きい断層がNE-SW方向に断続的に分布しており，前ノ瀬東方断層帯の主たる構造は前ノ瀬東方小隆起帯付
近のNE-SW方向の断層であると判断される。

位置図
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L14測線（産業技術総合研究所ブーマー）

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである 3.2-18-7断層（破線は推定）

志賀原子力発電所

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

右図記録範囲

補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-7 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○猿山沖セグメントは，中新世堆積岩類が分布する猿山山地の北西縁の沿岸海域であるD層隆起帯北縁に分布し，D層が急に落ち込んだ位置の変位から推定された
断層であり，後期更新世以降の活動が認められる。

○猿山沖セグメントの走向はENE-WSW方向で，南西端付近でNNE-SSW方向に屈曲している。

【猿山沖セグメントの特徴】
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N1測線（産業技術総合研究所ブーマー）

N7測線（産業技術総合研究所ブーマー）

・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである。

D層隆起帯

断層

3.2-18-8

位置図

D層隆起帯

産総研ブーマー（N7）

産総研ブーマー（N1）

断層位置

推定区間

志賀原子力発電所

補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-8 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

右図記録範囲 枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

3.2-18（2） 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査（地質構造の連続性）－

○前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメント間の地質構造の連続性を検討するため，両断層間の深部の海上音波探査記録（エアガン）を確認した。
○その結果，前ノ瀬東方断層帯～猿山沖セグメント間の2測線（N-122測線，N-123測線）において，北落ちの断層（猿山岬以西の断層）が認められるが，岡村（2007a）
によれば新第三紀正断層であり，音波探査記録からも後期更新世以降の活動が認められないと評価しており，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントに対応するよう
な変位，変形は認められない。
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19:00

断層（破線は推定）

・この図面は，地質調査所（現 産業技術総合研究所）の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである
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推定区間
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延長部

3.2-18-9

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

志賀原子力発電所 傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-9 再掲

下図記録範囲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

3.2-18（2） 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の同時活動の可能性の検討 －海上音波探査（地質構造の連続性）－

○前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメント間の地質構造の連続性を検討するため，両断層間の海上音波探査記録を確認した。
○前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントの地表トレースは，ほぼ一線に近接して分布する（離隔距離：約7.5km）。
○前ノ瀬東方断層帯～猿山沖セグメント間の2測線（L3測線，L4測線（次頁））に断層等を示唆するような変位，変形は認められない。
○L3測線，L4測線南東部に認められる断層は笹波沖隆起帯の北縁に分布している断層であることから，笹波沖断層帯（東部）と評価している。
○また，北西部に認められる撓曲はB1層以上に変形が及んでいないことと，連続性のよいE-W方向の走向を示すことから，猿山岬以西の断層と評価している。

位置図
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・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである 3.2-18-10

断層（破線は推定）

L3測線（産業技術総合研究所ブーマー）

【L3測線】

断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間

志賀原子力発電所
傾斜方向

離隔距離：約7.5㎞

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-10 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

下図記録範囲

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



【L4測線】

位置図
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・この図面は，産業技術総合研究所の海上音波探査の記録を当社が独自に解析・作成したものである 3.2-18-11

断層（破線は推定）
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断層位置
（細線は副次的な断層と評価したもの）推定区間
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補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-11 再掲

下図記録範囲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間

枠囲みの内容は機密事項に
属しますので公開できません。



○前ノ瀬東方断層帯と猿山岬北方沖断層の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○前ノ瀬東方断層帯の南東部に対応するNE-SW方向の重力異常急変部が認められるが，猿山沖セグメントが分布する北東方まで連続しない。
○猿山沖セグメントに対応するNE-SW方向の重力異常急変部が認められるが，前ノ瀬東方断層帯が分布する南西方まで連続しない。
○以上のことから，いずれの断層も重力異常急変部が認められるが，前ノ瀬東方断層帯と猿山沖セグメントとの間には連続する構造は認められな
い。

●：測定点仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal

水平一次微分図

・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmの
ローパスフィルター処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり）

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in Southwest Japan (2001)，
Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター(2013)，石田ほか
（2018）を用いて，金沢大学・当社が作成したものである。

推定区間

断層位置

猿山沖セグメント

前ノ瀬東方断層帯

3.2-18-12

補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

3.2-18（2） 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-17-12 再掲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間を
越えて，文献が図示している区間



3.2-18-13

補足資料3.2-18 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の連動の検討データ

3.2-18（2） 前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯の同時活動の可能性の検討 －地震活動－

志賀原子力
発電所

2007年
能登半島地震
（M6.9）

1993年
能登半島沖の地震

（M6.6）

1729年
能登・佐渡の地震
（M6.6～7.0）

Hamada et al. （2016）に
基づく断層モデル 令和6年能登半島地震

（M7.6）

能登半島周辺の過去の地震

佐藤ほか（2007a）に
基づく震源断層の
範囲

・佐藤ほか（2007a）は，2007年能登半島地震は
笹波沖断層帯（東部）に対応する断層によるも
のとしている。

・Hamada et al.（2016）は，下記のデータに基づき，
1729年能登・佐渡の地震は輪島沖セグメントによる
ものとしている。
・離水した潮間帯生物遺骸化石の年代に基づく沿岸隆
起の時期は，西暦1600～1800年である。
・この沿岸隆起を再現する輪島沖セグメントの断層モデ
ルの規模と変位量から，気象庁マグニチュード M6.9
の地震規模が想定される。

・1993年能登半島沖の地震と珠洲沖セグメン
ト，禄剛セグメントとの関連性については判
断できない。

・令和6年能登半島地震では，門前断層帯門前沖
区間の東部（笹波沖断層帯（東部）に対応）～能
登半島北岸断層帯（猿山沖セグメント，輪島沖セ
グメント，珠洲沖セグメント及び禄剛セグメントに
対応）～富山トラフ西縁断層（NT2・NT3に対応）
の南西部にまたがる範囲で発生した（地震調査
委員会（2024b，c））。

地震調査委員会（2025a）の海域活断層

当社が評価した断層位置
推定区間

地震調査委員会（2024c）
（気象庁作成）に基づく震
央の分布範囲

2024年
石川県西方沖
の地震（M6.6）
地震調査委員会（2024e）
（気象庁作成）に基づく震
央の分布範囲

推定区間：音波探査解析による当社評価区間
を越えて，文献が図示している区間

○令和6年能登半島地震（M7.6）の震源断層は，笹波沖断層帯（東部）～能登半島北部沿岸域断層帯～NT2・NT3の南西部にまたがる範囲で発生したとされており，能
登半島北部沿岸域断層帯は，令和6年能登半島地震の震源断層であるが，前ノ瀬東方断層帯は，この地震では活動していない。

○石川県西方沖の地震（M6.6）の震源断層は，羽咋沖西撓曲であり，前ノ瀬東方断層帯と能登半島北部沿岸域断層帯は，いずれも石川県西方沖の地震（M6.6）では
活動していない。

○能登半島北部沿岸域断層帯は令和6年能登半島地震の震源断層であるが，前ノ瀬東方断層帯付近では地震活動は認められない。

・平松ほか（2025）は，石川県西
方沖の地震（M6.6）は，羽咋沖
西撓曲に対応する断層による
ものとしている。 羽

咋
沖
西
撓
曲



余白



志賀原子力
発電所

3.2-19-1

補足資料３．２－１９

呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討データ

連動の検討対象位置図

凡 例

後期更新世以降の活動が否定できないと評価した断層

矢印 ・・・・ 検討対象として選定した断層の組合せ
青色：連動を考慮しない



3.2-19-2

検討内容 検討結果

地

形

及

び

地

質

構

造

文献調査（A）

①地震調査委員会（2007d，2008b），文科省ほか（2016）は，呉羽山断層帯と魚津断層帯の同時活動を考慮していない（補足資料3.2-19
（2）P.3.2-19-4）。
②呉羽山断層帯と魚津断層帯は，岡村（2007b）が示す第四紀のひずみ集中帯内に分布する（P.42）。
③呉羽山断層帯と魚津断層帯の地表トレースは，一部並走区間を伴って近接して分布する（離隔距離：約3㎞）（補足資料3.2-19（2）
P.3.2-19-4）。
④地震調査委員会（2008b）によれば，呉羽山断層帯は北西側隆起の逆断層であり，北西傾斜（約45°）の逆断層とされている（補足資
料3.2-19（3）P.3.2-19-5）。
⑤地震調査委員会（2008b）や富山大学・地域地盤環境研究所（2011）によれば，呉羽山断層帯の中部は地表に達しているとされている
（補足資料3.2-19（3）P.3.2-19-5）。
⑥文科省ほか（2015）によれば，魚津断層帯は南東傾斜（約30°）の逆断層とされている（補足資料3.2-19（3）P.3.2-19-5）。
⑦地震調査委員会（2007d）によれば，魚津断層帯は地表に達しているとされているものの，文科省ほか（2015）によれば，主断層は富山
トラフと飛騨山地の境界部に形成されている南東傾斜の伏在断層と判断されている（補足資料3.2-19（3）P.3.2-19-5）。

地球物理学的調査 重力異常分布（B）
⑧呉羽山断層帯の西側に重力異常の緩やかな高まり，魚津断層帯に沿って東側に重力異常の高まり及び連続的な重力異常急変部が
認められるが，これらの間には低重力域が分布し，連続する構造は認められない（補足資料3.2-19（4）P.3.2-19-6）。

同時活動の可能性の評価

［評価結果］
・検討の結果，呉羽山断層帯と魚津断層帯は，一部並走区間を伴って近接して分布する（③）ものの，同時活動を考慮した文献はなく
（①），両断層は構造形態が異なる（⑤，⑦）。また，両断層の断層面の傾斜方向が異なり，地下深部で断層面が離れていく関係にある
（④，⑥）。さらに，重力異常分布の結果からは両断層間に連続する構造は推定されない（⑧）。
・以上のことを踏まえ，総合的に評価した結果，呉羽山断層帯と魚津断層帯は，同時活動する可能性はないと判断し，連動を考慮しない。

○検討対象とする断層の組合せとして抽出した呉羽山断層帯と魚津断層帯について， 「当社の連動評価の検討方法」に基づき，同時活動の可能性の検討を
行った。検討結果は以下の通り。

＜同時活動の可能性の検討＞

○連動の検討の結果，呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動を考慮しないことから，断層モデルについては，呉羽山断層帯と魚津断層帯を別々の断層として設定することとする。

連
動
の
検
討

断
層
モ
デ
ル
の

設
定
方
法

補足資料3.2-19 呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討データ

3.2-19（1） 呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討結果

青字：同時活動しない可能性を示唆する

赤字：同時活動する可能性を示唆する

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-18-2 一部修正

太字下線部：同時活動の可能性の評価にあたり重視した観点



3.2-19-3

【呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討結果（位置図，連動評価フロー）】

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置（破線は伏在している断層の上端）

国交省ほか（2014）による津波断層モデルの位置（破線は断層トレース）

地震調査委員会（2007d）による逆断層
今泉ほか（2018）による活断層（破線は推定活断層）
今泉ほか（2003），東郷ほか（2003）による活断層

文献による断層（陸域）

凡 例

［魚津断層帯］

［呉羽山断層帯］
文献による断層（陸域）

文献による断層（海域） （富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

断層位置
推定区間

傾斜方向

位置図

断層端点

補足資料3.2-19 呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討データ

赤矢印：呉羽山断層帯と魚津断層帯の
連動の検討の流れ

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-18-3 一部修正

地震調査委員会(2008)による逆断層

堤ほか（2002)による活断層

宮内ほか（2025）による活断層

宮内ほか（2025）による活断層



補足資料3.2-19 呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討データ

3.2-19（2） 呉羽山断層帯と魚津断層帯の同時活動の可能性の検討 －文献調査－

○呉羽山断層帯と魚津断層帯の同時活動に関する文献調査を行った。
○地震調査委員会（2007d，2008b）は，呉羽山断層帯と魚津断層帯を別の起震断層として設定している。
○文科省ほか（2016）は，呉羽山断層帯と，富山湾西側海域断層に対応するTB4の連動を考慮していない（下図）。
○呉羽山断層帯と魚津断層帯の地表トレースは，一部並走区間を伴って近接して分布する（離隔距離：約3㎞）。

連動する可能性が考えられる21断層（緑色）
文科省ほか（2016）を編集，一部加筆

志賀原子力発電所

志賀原子力発電所

TB4
（魚津断層帯）

呉羽山断層帯

3.2-19-4

離隔距離：約3㎞

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-18-4 再掲



反射法弾性波探査測線

赤線：岡村（2002），
中田・今泉（2002）に
よる活断層

TB5

：下測線範囲
T1測線の南端部

文科省ほか（2015）に一部加筆

TB4※

黄色実線：灰爪層相当基底
水色実線：西山層相当基底
紫色破線・実線：P波速度が

5.3km/sより大きい領域
MC：苦鉄質岩が卓越領域
PT：先新第三系
赤破線：推定伏在活断層

※文科省ほか（2015）は，魚津断層の主断層について，南東傾斜の伏在断層（TB4）と判断している。

呉羽山断層帯の反射法弾性波探査断面（富山県（1997）に一部加筆）
地震調査委員会(2008b)によれば，断層面は北西傾斜で，断層帯の北西側が南東側に

乗り上げる逆断層と考えられる。

位置図
(堤ほか，2002，2003; 後藤ほか，2015，2020; 宮内ほか，2019; 

田力ほか，2019; 基図は地理院地図)に一部加筆）

○呉羽山断層帯と魚津断層帯の傾斜方向や，両断層帯間の地質構造の連続性を検討するため，文献調査を行った。
○地震調査委員会（2008b）によれば，呉羽山断層帯は北西側隆起の逆断層であり，北西傾斜（約45°）の逆断層とされている（下図）。
○地震調査委員会（2008b）や富山大学・地域地盤環境研究所（2011）によれば，呉羽山断層帯の中部は地表に達しているとされている。
○地震調査委員会（2007d），文科省ほか（2015）によれば，魚津断層帯は南東傾斜（約30°）の逆断層とされている（下図）。
○地震調査委員会（2007d）によれば，魚津断層帯は地表に達しているとされているものの，文科省ほか（2015）によれば，主断層は富山トラフと飛騨山地の境界部に形成されている南東傾斜の伏
在断層と判断されている。

【魚津断層帯】

上越沖海域周辺の測線図
文科省ほか（2015）に一部加筆

NW

海 域

地震調査委員会(2008b)トレース

都市圏活断層図(堤ほか，2002)トレース
（赤線：活断層，黒線：推定活断層）

文献による反射法探査位置

陸 域

SE

【呉羽山断層帯】

3.2.21（2） 呉羽山断層帯と魚津断層帯の断層の連動の検討 －傾斜方向・地質構造－

○呉羽山断層帯と魚津断層帯は，断層面の傾斜方向が異なり，地下深部で断層面が離れていく関係にある。

3.2-19-5

富山大学・地域地盤環境研究所（2011）

補足資料3.2-19 呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討データ

3.2-19（2） 呉羽山断層帯と魚津断層帯の同時活動の可能性の検討 －文献調査，反射法地震探査－

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-18-5 再掲

宮内ほか（2025)トレース
（青線：活断層，紫線：推定活断層）



補足資料3.2-19 呉羽山断層帯と魚津断層帯の連動の検討データ

3.2-19（2） 呉羽山断層帯と魚津断層帯の同時活動の可能性の検討 －重力異常分布－

○呉羽山断層帯と魚津断層帯の深部構造を比較するため，断層周辺の重力異常分布を比較した。
○呉羽山断層帯の西側に重力異常の緩やかな高まり，魚津断層帯に沿って東側に重力異常の高まり及び連続的な重力異常急変部が認められる
が，これらの間には低重力域が分布し，連続する構造は認められない。

ブーゲー異常図（左図：測定点なし，右図：測定点あり）
水平一次微分図

・ブーゲー異常図は，対象とする断層の規模，調査密度を考慮し，平面トレンド成分の除去を行っている。
・水平一次微分図は，平面トレンドを除去及び遮断波長4kmのローパスフィルター
処理後のブーゲー異常図を基に作成した。

仮定密度：2,300kg/m3 コンター間隔：4mGal
鉛直一次微分値が0mGal/kmの等値線

この図は，陸域は本多ほか(2012)，国土地理院(2006)，The Gravity Research Group in 
Southwest Japan (2001)，Yamamoto et al. (2011)，Hiramatsu et al. (2019)，澤田ほか
(2021），海域は産業技術総合研究所地質調査総合センター(2013)，石田ほか（2018）を用
いて，金沢大学・当社が作成したものである。

●：測定点

海 域（富山大学・地域地盤環境研究所（2011）に基づく）

背斜，撓曲（背斜状の曲がり）

向斜，撓曲（向斜状の曲がり）

逆断層/衝上断層

凡 例

魚津断層帯

地震調査委員会（2007d）による断層帯

今泉ほか（2003），東郷ほか（2003）による活断層（推定活断層を含む）

呉羽山断層帯

地震調査委員会（2008b）による逆断層
堤ほか（2002）による活断層

陸 域
推定区間

断層位置

志賀原子力発電所

魚津断層帯呉羽山断層帯

3.2-19-6

文科省ほか（2015）による震源断層モデルの上端位置

傾斜方向

第1328回審査会合 資料1-2
P.3.2-18-6 再掲
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